
1 はじめに

NICT では、電波法に基づき 9 kHz～30 MHz

帯のループアンテナ、30 MHz～1,000 MHz 帯の

ダイポールアンテナ及び 1 GHz～18 GHz 帯のホ

ーンアンテナの較正を実施している。ホーンアン

テナは平成 5年に、三アンテナ法による 1 GHz～

5 GHz 帯の較正システムを開発［1］し、較正を実施

してきた。その後、平成 10 年には同様な手法で

5 GHz～18 GHz 帯を追加し、不確かさの評価も行

ってきた。これまでの較正システムの測定系は、

マイクロ波レシーバを主体としたアンテナ測定シ

ステムで、方向性結合器及び受信用ダウンコンバ

ータを外付けする方法のため、長い同軸ケーブル

の損失を補正できる利点がある一方、IF バンド

幅が固定のため S/N の確保が難しく、ダイナミ

ックレンジが狭いなどの欠点もあった。今回、測

定系をネットワークアナライザに更新（測定スピ

ードが速く、レシーバのダイナミックレンジが約

140 dB と、これまでと比べて約 50 dB ほど改善）

した。現在 1 GHz～18 GHz 帯のホーンアンテナ

の較正は、アンテナ較正の標準となる標準ホーン

アンテナ（角錐型）の較正を行っている。近年、国

家間の相互承認などで不確かさの表示が不可欠と
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3-2 1～18GHz 帯ホーンアンテナ較正におけ
る測定の不確かさの評価

3-2  Evaluation of Uncertainty of Horn Antenna Calibration in
the Frequency range from 1 GHz to 18 GHz

坂齊　誠　 増沢博司　 藤井勝巳　 鈴木　晃　 小池国正　 山中幸雄
SAKASAI  Makoto,  MASUZAWA  Hiroshi,  FUJII  Katsumi,  SUZUKI  Akira,  
KOIKE  Kunimasa,  and  YAMANAKA  Yukio

要旨
NICT では電波法に基づき高周波電力計等及びアンテナの較正を行っているが、今回 1GHz～18GHz

帯のホーンアンテナの三アンテナ法の較正における測定の不確かさを評価した。較正対象アンテナは、

1GHz～18GHz 帯の角錐型標準ホーンアンテナである。これまでは、マイクロ波レシーバを主体とした

アンテナ較正システムであったが、大きなダイナミックレンジが得られるネットワークアナライザを

使用した較正システムに変更した。14 項目の誤差要因について不確かさの検討を行った結果、拡張不

確かさ（包含係数 k=2）は、1GHz～5.85GHz 帯で ±0.7dB、5.85GHz～18GHz 帯は ±1.1dB であった。

NICT performs an EMI antenna calibration based on the Radio Law. Recently, the
uncertainty of the EMI antenna measurement was evaluated with the three antenna method at
frequency coverage from 1 to 18 GHz. The type of antenna under calibration is a pyramidal
standard gain horn antenna. The main measurement device of the traditional antenna calibration
system was a signal generator with a high-power amplifier and a microwave receiver. However,
it was changed to a network analyzer providing a high dynamic range. The study about the error
factor of 14 items revealed that the expanded uncertainty (k=2) were ±0.7dB (1 to 5.85 GHz)
and ±1.1dB (5.85 to 18 GHz).

［キーワード］
標準ホーンアンテナ，較正，不確かさ，アンテナ利得，三アンテナ法，不整合
Standard  Horn  antenna,  Calibration,  Uncertainty,  Antenna  gain,  
Three-antenna  method,  Mismatch
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なってきた。さらに、将来の ISO/IEC 17025 認定

取得を目指し、ホーンアンテナの較正における測

定の不確かさについて評価した。なお、1 GHz～

18 GHz の広い周波数帯では低い周波数帯と高い

周波数帯により不確かさの程度が異なるので、周

波数帯を 1 GHz～5.85 GHz 帯と 5.85 GHz～18

GHz 帯に分け不確かさを評価した。ただし、今回

の不確かさ評価は、被較正アンテナを標準ホーン

アンテナに限定している。

2 較正システム

ホーンアンテナの較正は、NICT の 6 面大型電

波暗室（内径寸法 14 m（幅）×18 m（奥行）×6.4 m

（高さ））内で、電波暗室の長辺の中央に送受信ア

ンテナを約 14.6 m 離して（高さは床面より 3.5 m）

対向させ、三アンテナ法で三つのアンテナのゲイ

ンを同時に求めるものである。較正システムを図

1 に示す。送受信系には、広ダイナミックレンジ

のネットワークアナライザを使用している。信号

の S/N を確保するため、低損失の同軸ケーブル

を使用し、高調波及びレベル変動の原因となる増

幅器は使用していない。アンテナは、発泡ポリス

チロール製のブロック上にベークライト製のアン

テナ調整用台（角度、仰角、上下可変機能付）を置

きその上面に設置する。

送受信アンテナの軸合わせは、送受信アンテナ

間の中央にレーザ発生器を固定し、レーザのビー

ムによりアンテナ調整器の水平度、垂直度を求め

設置位置を確定する。アンテナ調整用台は、アン

テナの角度、仰角、上下方向の微調整ができる構

造となっている。アンテナ間の同軸ケーブルは、

電波の反射の影響を軽減するため、電波暗室内の

壁面に沿ってアンテナ後方まで設置した。ネット

ワークアナライザは、電波暗室外の測定前室に

GP-IB で PC と接続して設置し、三アンテナ法の

測定ソフトにより短時間に効率的に較正を実施で

きるようにしてある。なお、較正されるアンテナ

に接続するケーブルの先端には、6 dB のパッド

を接続し、送受信系のインピーダンス不整合誤差

の軽減を図っている。較正システムに使用してい

る標準ホーンアンテナは、1 GHz～18 GHz 帯を次

の 8バンドでカバーしている。

バンド 1 は 1 GHz～1.15 GHz 、 バンド 2 は

1.15 GHz～1.7 GHz 、 バンド 3 は 1.7 GHz～2.6

GHz 、バンド 4は 2.6 GHz～3.95 GHz 、バンド

5 は 3.95 GHz～5 .85 GHz 、 バンド 6 は 5 . 85

GHz～8.2 GHz 、バンド 7は 8.2 GHz～12.4 GHz 、

バンド 8は 12.4 GHz～18 GHz である。

今回の不確かさの評価は、1 GHz～5.85 GHz

（バンド 1～バンド 5（以下、「バンド L」という。））

と 5.85 GHz～18 GHz（バンド 6～バンド 8（以下、

「バンド H」という。））の二つの周波数帯に分類し

不確かさの評価を行った。

図1 較正システムのブロック図
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3 較正原理及び測定方法

アンテナ較正には、（1）被較正アンテナと標準

アンテナを置換する参照法、（2）被較正アンテナ

の位置の電界強度を決定する標準電界法、（3）三

つのアンテナを組み合わせて較正する三アンテナ

法がある。（1）、（2）はアンテナの指向性が同一で

ないと誤差が大きくなる欠点があるが、（3）は三

つのアンテナが同一である必要がなく、送受信に

使用できるアンテナであればどのようなアンテナ

の較正もできる利点がある。

三アンテナ法によるアンテナゲイン［2］の測定は、

Friis の伝達公式［3］に基づく方法であり、送受信

ケーブルを直結したときのレベル P0と、アンテ

ナを対向し三つのアンテナ（#1、#2、#3）の 3 種

類の組合せにより電波を発射したときの受信レベ

ル Pji（i，j＝1～3、i≠j）を測定する。

今、受信アンテナに#i 、 送信アンテナに#j を

使用した時の受信電力を Pji（ i，j＝1～3、 i≠j）

とすると、#1、#2、#3 のアンテナゲインは、次

式で求められる。

（1）

（2）

（3）

ただし、d は送受信アンテナのアンテナ間距離

であり、3 組の測定において同一距離とする。較

正結果の判定は、被較正アンテナではない NICT

所有の二つの標準ホーンアンテナの過去の較正結

果と比較して妥当かどうか判断する。

4 測定の不確かさの要因

不確かさに関する ISO ガイド［4］によると、測

定の不確かさの要因には、①測定量の定義、②環

境条件、③読み取りの個人差、④機器の分解能又

は識別限界、⑤定数やパラメータの不正確さ、⑥

測定法や手順に組み入れた近似・仮定や⑦測定量

の繰り返し観測に現れる差異など多くの要因があ

り、複雑に影響を及ぼし合っている。

本システムでは、電波暗室内で三アンテナ法に

より直結測定と伝搬測定を行いアンテナゲインを

較正するので、三アンテナ法測定の誤差が不確か

さの要因となる。この三アンテナ法の測定誤差の

主な要因は、測定系に起因する誤差、アンテナの

設置に起因する誤差、三アンテナ法の測定の誤差

に分類できる。

4.1.1 測定系に起因する誤差

測定系に起因する誤差としては、信号の S/N

による誤差、同軸ケーブルの配置（曲げ）による誤

差、測定系の安定度（測定値の時間的変動及び測

定中の温度変化による変動）誤差、測定系の非直

線性の誤差（レベル確度）等が考えられる。

4.1.2 アンテナの設置に起因する誤差

アンテナの設置に起因する誤差としては、送受

アンテナを対向させたときのアンテナ間距離の誤

差、アンテナ間距離における遠方界条件の誤差、

伝搬損測定のバラツキの誤差、アンテナの軸合わ

せの水平/垂直及び角度方向のズレによる誤差が

ある。

4.1.3 三アンテナ法の測定における誤差

三アンテナ法測定における誤差としては、伝搬

測定において電波暗室が完全な自由空間でないた

めに壁面及び天井・床等からの反射による誤差

や、被較正ホーンアンテナの放射中心の不確定に

よる誤差、被較正アンテナ、同軸ケーブル、PAD、

信号源及び受信機側の不整合に起因する誤差があ

る。

4.2 測定系に起因する誤差

4.2.1 信号のS/Nに起因する誤差

三アンテナ法は、送受信アンテナの同軸ケーブ

ルを直結する直結測定と、アンテナを接続し電波

を発射して行う伝搬測定があるが、伝搬測定は伝

搬損失があるため直結測定に比較し 20～40 dB

ほど受信レベルが低下する。また、周波数帯が高

いほど同軸ケーブル損失も増すため更に受信レベ

ルが低下する。S/N の測定は 8 バンドの全周波

数帯で行った。その結果の一例を図 2 に示す。測

定の結果、バンド L（1 GHz～5 .85 GHz 帯）の

S/N が 50.14 dB で S/N に起因する誤差 La は

0.027 dB であり、バンド H（5.85 GHz～18 GHz

帯）の S/N が 37.9 dB で S/N に起因する誤差は
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0.11 dB であった。

この La は、測定器固有のタイプ Bの誤差であ

り、矩形分布として不確かさを算出する。

4.2.2 同軸ケーブルの曲げによる誤差

同軸ケーブルは、電波暗室外の測定室にあるネ

ットワークアナライザから電波暗室内の壁面に沿

って対向したアンテナに接続する。ネットワーク

アナライザからアンテナまでの間は曲げが半径

50 cm 以上になるような配置にしているが、アン

テナの同軸導波管変換器のコネクタから床に垂直

にケーブルを下げるため、アンテナのコネクタ側

で半径 10 cm 程度の曲げが生じる。このため、水

平な位置で半径が 10 cm となるようにアンテナを

配置しケーブルの曲げの影響を測定した。その結

果の一例を図 3 に示すが、誤差 Lb はバンド Lで

は 0.01 dB 以内、バンドHでは 0.025 dB 以内で

あった。この誤差は、受信レベルに直接影響を与

えるが、式（1）～（3）に示すとおり、受信電力に

対し、アンテナのゲインは受信電力の平方根に比

例するため、デシベル値で得られた誤差を 1/2 倍

し、さらに三つのアンテナにも同様に生じるので

3 倍して算出した。同軸ケーブルの曲げによる誤

差は、タイプ A の誤差で正規分布として不確か

さを算出する。

実際の測定時には、ケーブルの曲げが半径 10

cm 以下に曲げにならないように注意することが

必要である。

4.2.3 測定系の安定度に関する不確かさ

4.2.3.1 測定系の時間的変動の誤差

三アンテナ法の測定は、直結測定及び三つのア

ンテナを交換して行う伝搬測定のため、測定所要

時間は 15 分以内である。測定系の安定度の測定

は、ネットワークアナライザに使用する同軸ケー

ブルと減推量が 6 dB の PAD を 2 個接続し、送

受信アンテナの代わりに、実際の伝搬損失に相当

する固定減衰器を接続して行った。ネットワーク

アナライザは 5 時間の余熱後に 25 分間のレベル

変化を測定した。その結果 0.02 dB 以内の変動で

あったが、安全を見越してバンド L 及びバンド

H とも、測定系の時間的変動の誤差 Lc を 0.05

dB とした。測定系の時間的変動の誤差は測定器

固有の誤差であるため、タイプ B の誤差で矩形

分布として不確かさを算出する。

4.2.3.2 測定系の温度変動誤差

大型電波暗室及び測定室の空調を入れ 20℃付

近に達した後の温度変化をレコーダ記録から読み

取ると、三アンテナ法の測定所要時間の 15 分間

の温度変化は 0.2℃であった。測定系の温度変動

は外気温の低い 12 月に行い、測定器を十分余熱

した後直結測定の状態で大型電波暗室及び測定室

の空調を入れてからその温度上昇による指示値の

変化を測定した。その結果、温度変化を±1℃と

大きめに見積もっても温度変化の誤差 Ld はバン

ド L 及びバンド H とも最大 0.03 dB であった。

測定系の温度変動誤差は、測定器固有の誤差のタ

イプ B の誤差で矩形分布として不確かさを算出

する。

4.2.4 受信系の非直線性の誤差

受信系の非直線性の測定は、ネットワークアナ

ライザのポート 1（信号源）とポート 2（受信側）間

に値が既知の標準減衰器を挿入しその減衰量を変

えて行った。減衰量を 10 dB ずつ変化したときの

ネットワークアナライザの指示値と、標準減衰器

の正確な減衰量の値により直線性を求める。使用

した標準減衰器は、NMIJ（独立行政法人産業技術

図2 信号のS/Nに起因する誤差（バンド8）

図3 同軸ケーブルの曲げによる誤差
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総合研究所）で定期的に較正された仲介用減衰器

である。受信系の非直線性の誤差 Le は、バンド

Lが 0.04 dB で、バンド Hが 0.05 dB であった。

受信系の非直線性の誤差はタイプ B の誤差であ

り、矩形分布として不確かさを算出する。

4.3 アンテナの設置に起因する誤差

4.3.1 アンテナ間距離設定の誤差

三アンテナ法によるアンテナゲインの測定で

は、式（1）～（3）から分かるように、アンテナ間

距離 dを正確に求めることが重要である。本シス

テムでは、内径の奥行きが 18 m の大型電波暗室

を使用しているが、アンテナ固定方法など操作性

も考慮すると開口面間の最適な距離は約 14.6 m

である。送受信アンテナ間の開口面間の距離の測

定にはレーザ距離計を用いているので、アンテナ

間距離は±1 cm 以内の精度で設定可能である。

アンテナ間距離 14.6 m で±1 cm の設定誤差内

で設定できれば、式（1）～（3）によりアンテナゲ

インの誤差 Lf はバンド L 及びバンド H で共

に±0.003 dB である。アンテナ間距離設定の誤

差はタイプ B の誤差であり、矩形分布として不

確かさを算出する。

4.3.2 遠方界条件の誤差

測定距離が有限の場合、被較正アンテナの開口

面上に到来する波面の振幅分布が一様でないと測

定誤差を生じる。対向アンテナを点波源とし、供

試アンテナの最大開口寸法を D とすれば、測定

誤差を 0.05 dB 以下になるときのアンテナ間距離

dは次式で表せる［5］。

（4）

対向するアンテナがホーンアンテナの場合は、

供試アンテナの最大径を D 1及び D 2とすれば、

アンテナ間距離は式（5）となる。

（5）

バンド 1～バンド 8 までの標準ホーンアンテナ

の測定誤差を 0.05 dB 以下に抑えるためには、バ

ンド L での必要最短アンテナ間距離は 14 .3 m

で、大型電波暗室での測定可能アンテナ間距離

14.6 m を満足している。このときの遠方界条件の

誤差 Lg は±0.048 dB である。一方、バンド H

は、必要最短アンテナ間距離が 18.2 m であり、

大型暗室を用いた測定では十分なアンテナ間距離

を確保できない。大型電波暗室の斜め方向にアン

テナを設置すれば確保できるが、同軸ケーブルが

長くなり S/N が低下する等の別の問題が生じる。

このため遠方界条件を満たさないことによる誤差

を不確かさに含めることにした。アンテナ間距離

14.6 m で測定したときの誤差 Lg を算出すると

0.078 dB であった［5］。これはタイプ B の誤差で

あり、矩形分布として不確かさを算出する。

4.3.3 測定のバラツキの誤差

三アンテナ法の測定では、三つのアンテナの組

合せにより伝搬損を 3 回測定するため、これまで

の経験上からも測定のバラツキの誤差は大きい値

であった。測定のバラツキの評価は、大型電波暗

室内で実際のアンテナ較正と同じ条件とし、バン

ド L とバンド Hで周波数を掃引して伝搬損を 22

回測定し、その標準偏差を求めた。その結果の例

を図 4 及び図 5 に示す。測定のバラツキは受信レ

ベルに直接影響を与えるので、同軸の曲げによる

不確かさと同様、デシベル値で得られた誤差を

図4 測定のバラツキ（1～5バンド）

図5 測定のバラツキ（6～8バンド）
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1/2 倍し、さらに三つのアンテナにも同様に生じ

るので 3 倍して算出した。その結果、バンド L

が±0.29 dB 、バンドHが±0.42 dB であった。

測定のバラツキはタイプ A の評価であり、正

規分布として不確かさを算出する。

4.3.4 軸合わせの誤差

4.3.4.1 水平方向の設定誤差

アンテナの軸合わせは、電波暗室内で対向させ

たアンテナ間の中央にレーザ発生器を設置し、レ

ーザ光がアンテナの開口面の底面につけたマーク

に合うようにアンテナ固定台の位置を合わせる。

この発生器は水準器が内蔵されていて自動的に水

平及び垂直を補正し X－Y 軸のレーザ光を発生す

る。水平方向の設定誤差の測定は、受信アンテナ

位置を水平方向に 1 cm ずつ最大±4 cm 変化し

て受信レベルを測定した。その結果を図 6に示す。

アンテナの水平方向の軸の合わせは±1 cm 以内

で設定可能である。アンテナが±1 cm 左右にず

れたときの誤差はバンド L が 0.05 dB 、 バンド

Hが 0.17 dB であった。測定のバラツキは受信レ

ベルに直接影響を与えるが、アンテナゲインは受

信レベルの平方根に比例することから、軸合わせ

の誤差は、誤差（デシベル換算）を 1/2 倍し、3 回

測定することを考慮し 3 倍とした。その結果、水

平方向の軸の設定誤差 Li は、バンド L が±

0.027 dB 、 バンド H が±0.087 dB であった。

水平方向の設定誤差は、測定器固有の誤差のため

タイプ B の評価であり、矩形分布として不確か

さを算出する。

4.3.4.2 垂直方向の設定誤差

垂直方向の設定誤差の測定では、レーザ発生器

でアンテナの開口面に垂直方向にレーザビームを

照射し、受信アンテナ高を中心から 1 cm ずつ最

大±4 cm 上下に変化して受信レベルを読み取っ

た。その結果を図 7 に示す。アンテナの垂直方向

の軸の設定は±1 cm の範囲で十分設定可能であ

るため、±1 cm だけアンテナがずれたときの誤

差を求めると、バンド L が±0.09 dB 、 バンド

H が 0.24 dB であった。水平軸合わせの誤差と

同様に誤差（デシベル換算）を 3/2 倍した。その

結果、垂直方向の軸の設定誤差 Lj は、バンド L

が±0.09 dB、バンド Hが±0.24 dB であった。

垂直方向の設定誤差はタイプ B の評価であり、

矩形分布として不確かさを算出する。

4.3.4.3 角度方向の設定誤差

アンテナの軸はレーザ発生器のビームにより送

受信ホーンアンテナの外形が中心となるようにア

ンテナ設置台を固定する。その際各アンテナは専

用のスリットに差込み固定するため、角度方向設

定は±1°以内で可能である。この角度方向のず

れの評価は先にアンテナの指向特性を測定しその

特性から正対した時（0°）と、±1°～3°のときのレ

ベル差で求めた。その結果バンド Lで±0.04 dB、

バンド H で±0.24 dB であった。角度方向の設

定誤差も受信レベルに直接影響を与えるので、誤

差（デシベル値）を 3/2 倍した結果、角度方向の軸

の設定誤差 Lk は、バンド Lが±0.02 dB、バン

ド H で±0.12 dB であった。角度方向の設定誤

差はタイプ B の誤差であり、矩形分布として不

確かさを算出する。

4.4 三アンテナ法測定の誤差

4.4.1 電波暗室内の周囲反射の誤差

自由空間での三アンテナ法は、送信アンテナか

図6 アンテナの水平軸合せ測定結果の一例

図7 アンテナの軸合せ測定結果の一例
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ら放射された電波が受信アンテナに到達する直接

波のみを対象としているため、それ以外の電波暗

室内の床・天井・壁面・アンテナ設置台等からの

反射波が直接波と重畳し定在波となり誤差が生じ

る。この反射の影響を測定するため、対向させた

受信アンテナタワーを約 50 cm 変化して受信レ

ベルを測定した。図 8に 18 GHz 測定結果を示す。

その結果、バンド L が±0.05 dB で、バンド H

が±0.09 dB であった。この場合も誤差（デシベ

ル値）を 3/2 倍した。その結果、電波暗室周囲か

らの反射の誤差 Ll はバンド Lで±0.07 dB 、バ

ンド H で±0.14 dB であった。電波暗室内の周

囲反射の誤差は各種再現性データに相当するため

タイプ A であり、正規分布として不確かさを算

出する。

4.4.2 アンテナの放射中心の誤差

三アンテナ法は、対向したアンテナで電波が放

射・受信している放射中心間の距離の関数として

ゲインを算出する。しかし一般的には、計測が容

易なホーンの開口面間の距離で定義する。このた

め、給電部とアンテナ開口面間にある放射中心の

存在する範囲を考慮して不確かさを推定する。図

9 に示すように、三アンテナ法では送信アンテナ

の開口から受信アンテナの開口までの距離を R、

ホーンの開口面から給電点間の距離を L とする。

本来、アンテナ間距離 dとしては、送信アンテナ

の放射中心から受信アンテナの放射中心までの距

離 d＝R＋2Δが入るべきであるが放射中心の位置

が不明であるため、放射中心が存在する範囲を考

えて、不確かさとして計上する。

放射中心は、通常、アンテナの開口面から、給

電部（ホーンの頂点）の間にあるため、d は、R≦

d≦R＋2L の範囲になる。このとき、最悪のケー

スとして、いま、開口面に放射中心があると仮定

して、d＝R として計算したが、真の放射中心は、

アンテナの一番後方にあって、d＝R＋2L とする

のが妥当であったと仮定する。式（1）に d＝R＋

2L を代入すると、アンテナ#1 のゲイン G1は、

（6）

となり、中カッコ内の項の分だけ誤差が生じる結

果となる。これが、放射中心が不明確であること

によって生じる不確かさの最悪値である。この誤

差の項だけを取り出すと次式を得る。

（7）

この項をみると、アンテナ間距離 R が大きくな

ればなるほど、アンテナの長さ Lが無視できるよ

うになり、式（7）は 0 に収束する。すなわち、ア

ンテナ間距離 Rが、アンテナの寸法 Lに対して、

十分に大きければ放射中心によって生じる誤差は

小さくなることが分かる。そこで、必要な距離を

検討するために、式（7）を計算した結果を図 10 に

示す。横軸はアンテナ開口面間の距離 R 、 縦軸

は式（7）に示すΔGである。

図8 伝搬特性

図9 三アンテナ法測定の距離及び放射中心 図10 放射中心の算出結果
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これをみると、例えば、R＝10 m のときには、

アンテナの長さ L が 25 cm（ダブルリッジドガイ

ドアンテナ（DRGA）の長さ）であっても、最悪で

0.2 dB 程の不確かさを与えることが分かる。実際

には、アンテナ間距離を変化させ電界強度距離特

性を測定し、その特性から回帰直線を求め、その

延長上から開口面内の放射中心を求める過去の手

法［1］を用いて放射中心を推定した。推定した結果

から、放射中心の誤差は、バンド Lが±0.29 dB 、

バンド Hが±0.28 dB であったが、図 10 から得

られる最悪値よりも小さく、妥当な結果である。

これはタイプ B の誤差であり、矩形分布として

不確かさを算出する。

4.4.3 不整合に起因する誤差

三アンテナ法によって、アンテナ#1 、 #2 、

#3 の利得 G1、 G2、 G3は式（1）～式（3）で求まる

が、いま、三つのアンテナ（アンテナ#1 、 #2 、

#3）のうち、#1 と#2 を用いて送受信アンテナ間

の伝送損を測定する場合を考える。このときの概

略図を図 11 に示す。（a）は、二つのアンテナを接

続して受信電力 P21を測定している状態である。

（b）は、アダプタを使用して直接接続の状態で、

受信電力 P0を測定している様子を示している。

図 11（a）のときに得られる受信電力 P21は、アン

テナ端や SG 端での不整合、PAD やケーブルで

の損失を考えると以下のようになる。

（8）

また、図 11（b）のときに得られる受信電力 P0

は、

（9）

となる。ここで各記号の意味は次のとおりである。

Pg ：信号源の出力電力

Γg ：信号源の出力反射係数

ΓL ：受信機の入力反射係数

ΓT ：送信アンテナ接続コネクタから信号

源側をみたときの反射係数

ΓR ：受信アンテナ接続コネクタから受信

機側をみたときの反射係数

［CT］ ：送信側のケーブルと PAD を合わせ

た Sマトリックス

［CR］ ：受信側のケーブルと PAD を合わせ

図11 三アンテナ法の測定系
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た Sマトリックス

［SD］ ：直接接続用アダプタの S マトリック

ス

［ S（ji）A］：二つのアンテナ（#i →# j）間の S マ

トリックス

他のアンテナの組合せの場合についても同様に

受信電力を求め、式（1）に代入すると、

（10）

を得る。式（10）において中カッコ内の項は、較

正結果に不確かさを与える項である。ここで五つ

の近似を与える。

・アンテナを接続して測定を行ったとき、SA21，

SA12は 1 に比べて十分小さい値であり、アン

テナ間の多重反射は無視できる。

・S ＝S （受信アンテナが変わっても送信

アンテナ#3 の SA11が変わらない）

・S ＝S （送信アンテナが変わっても受信

アンテナ#2 の SA22が変わらない）

・スルーアダプタの SD11，SD22は非常に小さい

値である。

・スルーアダプタの SD21，SD12は 1 と見なせる。

このとき、式（10）は、次のように近似できる。

（11）

ただし、

（1－S ΓT）：アンテナ#1 と送信側ケーブルの
接続部での多重反射

（1－S ΓR）：アンテナ#2 と受信側ケーブルの
接続部での多重反射

（1－SD11ΓT）：アダプタと送信側ケーブルの接
続部での多重反射

（1－SD11ΓR）：アダプタと受信側ケーブルの接
続部での多重反射

（1－ΓTΓR） ：送信側ケーブル～アダプタ～受
信側ケーブル間での多重反射

（21）
A22

（21）
A11

（23）
A22

（21）
A22

（23）
A11

（13）
A11

である。

式（11）で、中カッコ内の項はそれぞれ U 分布

する不確かさを持つので、それぞれの反射係数の

大きさを実測すれば、不整合による不確かさは求

まる。不整合による不確かさを計算した一例を図

12 に示す。ただし、周波数ごとに計算した結果で

ある。これはタイプ B の誤差であり、U 分布と

して不確かさを算出する。

実際の不整合による不確かさ Umismatchの計算

は、それぞれのバンド内の最悪値を用いて U 分

布として次式を用いて求めた。

（12）

5 不確かさのバジェット

1 GHz～18 GHz 帯のホーンアンテナの較正に限

定して、三アンテナ法によるアンテナ較正におけ

る不確かさの評価を行った。被較正アンテナは

1 GHz～18 GHz を 8バンドでカバーしているため、

周波数帯を 5.85 GHz を境にバンド Lとバンド H

に分類した。表 1に不確かさのバジェットを示す。

この結果から拡張不確かさ（包含係数 k＝2）は、

バンド Lで±0.7 dB 、バンド Hで±1.1 dB で

あった。

6 おわりに

今回、被較正アンテナを 1 GHz～18 GHz 帯の

角錐型標準ホーンアンテナに限定し、14 項目の誤

差要因について不確かさの検討を行った。その結

果、拡張不確かさ（包含係数 k＝2）は、バンド L

（1 GHz～5.85 GHz）で±0.7 dB 、バンド H（5.85

図12 不整合による誤差（バンド8）
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GHz～18 GHz）で±1.1 dB であった。

今回の不確かさ評価に先立ち、測定系を今まで

の較正システムに使用していたマイクロ波レシー

バを主体とした測定系から、ネットワークアナラ

イザを用いた測定系に変更した。今回使用したネ

ットワークアナライザは、ダイナミックレンジが

広いため、これまで使用していた方向性結合器、

ダウンコンバータ及びパワーアンプ等は不要とな

り較正装置が簡素化され使いやすいものとなっ

た。また、システムの簡素化によって、現在行わ

れている高周波減衰器の不整合の評価法と同じ問

題として考えることができるようになったため、

実測値を用いて不整合による不確かさを明確に示

すことができた。

また、ホーンアンテナの放射中心の誤差及び不

整合による誤差に着目して検討を行った。放射中

心の誤差は、これまでは対向したアンテナの開口

距離を 4 m ほど変化し伝搬距離特性（電界強度）

を測定し、その距離特性から回帰直線を求めその

延長線上から開口面の内側の放射中心を推定して

いた。今回の方法は、アンテナの寸法から推定す

るので簡便な方法である。両者の結果を比較する

と、従来の推定法が妥当であることが分かった。

以下に、1 GHz～18 GHz 帯のホーンアンテナの

較正を行う場合の留意事項を示す。

（1）アンテナ較正においては、放射中心の不明

確さによる不確かさを軽減するため、電界

強度距離特性を測定して放射中心を推定す

るか、あるいは、被較正アンテナの開口面

と給電点との間の長さの半分の位置を放射

中心と仮定し、アンテナ間距離とする。

（2）今回は被較正アンテナを標準ホーンアンテ

ナに限定して評価を行ったが、標準ホーン

アンテナ以外の形状及び特性の異なるアン

テナ（例えばダブルリッジドガイドアンテ

ナ等）の場合は、被較正アンテナの指向特

性、反射係数など事前に測定し不確かさの

再評価が必要となる。

（3）電波暗室の電波吸収材の経年変化による特

性変化が予想されるので、電波暗室のサイ

トアッテネーションを定期的に測定し、電

波暗室の特性の確認を行う必要がある。

（4）測定のバラツキを減少させるため、較正シ

ステムに使用する同軸ケーブル及び整合用

表1 1GHz～18GHz帯　ホーンアンテナ較正の不確かさバジェット
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PAD の取扱いには十分注意し、定期的に

チェックすることが重要である。

現在、18 GHz～40 GHz 帯のホーンアンテナの

較正システムを開発しているが、同様な手法で不

確かさの評価を行う予定である。

謝辞

最後に、アンテナ較正及び精度向上に関して日

ごろご指導いただく東北大学の杉浦行教授に感謝

いたします。

参考文献

01 増沢博司，張間勝茂，森川容雄，手島輝夫，“1～5GHz帯電界強度測定器較正システムの開発”，通信総合研

究所季報，Vol.39，No.2，pp.73-81，June，1993.

02 E.B.Larsen,  R.L,  Ehret,  D.G.Camell,  and  G.H.Koepke ;  "Calibration  of  Antenna  Factor  at  a

Ground  Screen  Field  Site  using  an  Automatic  Network  Analyzer",  1989,  IEEE  International

Symp.  on  EMC,  pp.19-24,  1989-5.

03 虫明康人，“アンテナ･電波伝搬”，電子情報学会編，pp.120-122，コロナ社，昭和36年2月．

04 ISO国際文書，“計測における不確かさの表現のガイド”，監修飯塚幸三，日本規格協会，1996．

05 アンテナ工学ハンドブック，電子通信学会編，pp.440，オーム社，昭和55年10月30日．

さかさい まこと

坂齊 誠
無線通信部門 EMC 計測グループ研究
員
環境電磁工学

ふじ い かつ

巳
み

藤井勝
無線通信部門 EMC 計測グループ研究
員　博士（工学）
環境電磁工学

増沢
ますざわ

博司
ひ ろ し

財団法人電波技術協会
較正

すず き あきら

鈴木 晃
無線通信部門 EMC 計測グループ主任
研究員
較正

やまなかゆき

雄
お

山中幸
無線通信部門 EMC 計測グループリー
ダー
EMC 測定

小
こ いけくにまさ

池国正
財団法人テレコムエンジニアリングセ
ンター
較正



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /SyntheticBoldness 1.00
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


